グループホーム調査要領

· 備考欄については、今後実施の予定などの場合に、いつ頃の予定かを記載する。（予定の場合でも「はい」にチェックしてもらって差し支えない。）また、その他気づいた点を記載する。ただし、備考欄に記載する内容も同様に公開されるので、

記載する内容を事業所側に必ず伝えること。

・　質問１．２について

　　運営理念、運営方針については、資料を添付してもらい、この理念と方針に添って、ケアや事業が実践されているかどうかを確認する。通常理念については、法人全般の包括的な目標が記載されている。方針については、常日頃のケアでの目標が記載されている。

・　質問３について

　　就業規則等で一般的な守秘義務の規定をしている場合などを除き、グループホームを運営するためのプライバシーの保護規定やそのための研修をしているかを確認する。その資料があればそれを確認すること。

・　質問４について

　　階級（階層）別の研修があるかどうかとその内容について確認のこと。研修計画について添付してもらう。この研修はグループホームの開設時に県が実施している規定の管理者研修等は除き、自主的に実施している研修活動について聴取ください。

　　質問43.44のリスクマネージメントや苦情解決のためのマニュアル作成、研修の実施状況についても関連するので聴取し、苦情解決マニュアルについては添付してもらう。

　　また、質問50の勉強会や検討会の実施状況、51のケアのマニュアル作成・研修、身だしなみや言葉遣いについてのマニュアルの作成状況についても、関連項目なので併せて聴取するとよい。

･　質問５について

　　グループホーム協議会は現在実質的な活動はしていないが、参加を表明しているか、参加する意志があるかどうかを確認する。

・　質問６について

　　利用者別にノートやファイルを用意しているかどうかを確認する。

・　質問７．８．９について

　　フェイスシートの様式ならびに記載内容を確認し、利用者の生活歴や価値観、病歴などから、的確な行動パターンの分析ができているかどうかを確認する。（白紙の様式があれば提出してもらう。）

　　質問16.17.18についても記録様式に関する質問なので、併せて聴取するとよい。

・　質問10.11.12.13について

　　ケアプランについては、個別援助計画の有無だけでなく、利用者の目標設定が具体的になされ、目標に沿った計画がたてられているかどうか確認する。

　　質問19.20.21のケアカンファレンスの実施状況についても関連する項目なので、いつどのような内容で開催しているのかを具体的に併せて聴取し、備考欄に記載する。

・質問14.15について

　　プランやカンファレンスに基づいてサービスが実施できているか、また、日々の業務引継ぎの際、記録に基づき引継ぎができているかを確認する。

· 質問22について

利用者のわがままか生活の尊重かの基準をどの辺りで、切り分けているかを確認する。

飲酒や喫煙、就寝時間等の集団生活としてのきまりを確認し、備考欄にどういうルールやマナーがあるかを記載する。

· 質問23について

利用者の要求に対し、どのように日々対応しているか、どのような工夫をしているかを確認する。

· 質問24について

出入り口の鍵を昼間かけているかいないかを確認するが、かけている場合はその理由を備考欄に記載すること。

· 質問25について

ホームでの食事づくりや洗濯などの家事を利用者と事業者の独断ではなく、相談の上決めているかを確認する。

· 質問26.27.28について

ホームでの生活上の工夫について、もし特筆すべきことがあれば、備考欄に記入する。

· 質問29について

開設時に地域住民の理解を得ていたかどうかの確認。すでに開設済みのところは資料の添付は必要ない。

· 質問30.31について

ボランティアの受入れについては、受入れの有無のほか、介護への過剰な依存がないか、

どういう受入れ方法をしているかを確認する。地域活動への参加状況については、自治会などに参加し、どのような活動を伴に行っているかを確認する。

· 質問32.33について

地域への情報発信については、自治会への活動予定や、活動実施状況についてのチラシや啓発文書等の回覧、その他の交流状況を確認する。関連して質問41の痴呆に関する知識の普及活動もチラシ等で啓発しているかどうかを確認する。

· 質問34.35について

家族会の設置状況、現在設置していない場合は、将来的に設置する予定があるかどうかの確認。35については家族がどんな行事に参加しているかどうかの確認。

· 質問36について

契約担当の専門職員については、どの職種の者が担当しているか確認。

· 質問37.38について

契約時に通常の契約書のほか契約の要領をまとめた施設のパンフ等があるかどうかの確認。

· 質問39について

算定根拠や徴収方法を示した資料があるかどうか、またその資料で家族等が理解可能かどう確認のこと。ここで併せて別記様式の利用料等の記載に触れ、その根拠を確認する。

（ただし、これまでの聴取から明確な根拠が示されたことはない。）

· 質問40について

成年後見制度の利用や地域福祉権利擁護事業についての紹介や活用をしているかどうかの確認。

· 質問47について

事故発生後の検討会の報告書でその分析内容を確認する。

· 質問48について

グループホーム評価委員の定例的な評価のほか、特別に評価委員と何らかの意見を聞く機会を設けているかどうかを確認。（ただし、評価委員の評価はまだ件数的に少ないので定例的評価を受けていない施設が多い。）

· 質問53について

就業規則についてはその存在を確認ください。ないと法律違反になるので必ずあるはずですが。

